
【【５５２】】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和２年７月豪雨をはじめとする近年の豪雨では、道路区域内だけでなく道路区域外からも土
砂崩落が発生し、高速道路及び直轄国道等の幹線道路に長時間にわたる通行止めが生じる
など道路交通に支障を及ぼす事態が発生。道路の法面や盛土において、高度化された点検
手法等により新たに把握された災害リスク等に対し、豪雨による土砂災害等の発生を防止す
るため、法面・盛土対策を推進する。

KPI

＜KPI・指標の定義＞
①②③（緊急輸送道路の法面・盛土における対策完了箇所）/（緊急輸送道路の法
面・盛土における対策必要箇所）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
・緊急輸送道路の法面・盛土における対策を完了させることで、KPIを進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

指標 R3 R4 R5 R6※2 R7※2 累計

インプット

予算額（国費） 57,000 41,000 22,300 24,000 17,237 161,537

執行済額（国費）※1 56,908 40,903 22,106 3,293 123,211

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 緊急輸送道路上の対策必要箇所のうち、豪雨による土砂災害により、通行止めが
長期化するおそれのある箇所（広域迂回が必要な箇所、鉄道近接箇所、復旧まで
に１日以上要する箇所、事前通行規制区間のいずれかに該当する箇所）に合致す
る約33,000箇所に対し、5年間で対策が完了する箇所を抽出している

・ 緊急輸送道路の法面・盛土における対策必要箇所（約33,000箇所）の整備率を指
標として、5か年加速化対策期間で約73%、中長期で100%を目標としている

・ 令和6年1月の能登半島地震で盛土・法面等が被災したこと、近年の大雨や台風等
において道路区域外からの土砂流入等により緊急輸送道路内外で孤立が発生し
たことから、今後、高度化された点検手法等により新たな災害リスクの把握が必要
であり、その状況を踏まえたKPI・目標の見直しが必要

予算投入に
おける配慮
事項

・ 災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかな
どを総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 緊急輸送道路のうち、豪雨による土砂災害により、通行止めが長期化するおそれ
のある箇所（広域迂回が必要な箇所、鉄道近接箇所、復旧までに１日以上要する
箇所、事前通行規制区間のいずれかに該当する箇所）を対象に法面・盛土対策を
実施

＜地域条件等＞
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・ 緊急輸送道路のうち、豪雨による土砂災害により、
通行止めが長期化するおそれのある箇所を対象に
法面・盛土対策を実施

・ ５か年加速化対策期間中においても、トンネル坑口
部で土砂の大規模流出や道路区域外からの土砂
崩れにより、孤立の発生や長期間に渡る通行止め
を伴うなど、地域への影響が大きい被害が発生

・ 緊急輸送道路以外の道路においても、台風や線状
降水帯等大雨が長時間継続することで、
道路法面等の土砂災害が発生し、集落が孤立 Ｅ８北陸自動車道（令和４年８月の大雨）
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指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】緊急輸送道路
の法面・盛土における
対策必要箇所(約
33,000箇所)の整備率
（①）

補足
指標

％ 55（R1） 67 68 69 70
100

（R36）
73

（R7）

中長期

【国交】緊急輸送道路

盛土における対策必要
箇所(約34,000か所(令
和６年度末時点))の
整備完了率（②）

補足
指標

％ 67（R5） - - 67 68
100

（R36）
-

５か年

【国交】緊急輸送道路
の法面・盛土における
対策必要箇所(約
33,000箇所)の整備
（③）

KPI ％ 55（R1） 67 68 69 70 -
73

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

※
※

③目標達成に向けた工夫

④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
道路区域外からの土砂流入等、近年の豪雨等における特徴的な被災が各所で発生
砂防事業等との更なる連携による道路区域外の防災対策の推進

＜目標達成見通し判断の考え方＞
法面・盛土の土砂災害防止対策については、
複数年の工期を経て完成する場合が多いこ
とから、執行予算によるアウトプットが当該年
度のKPIの値には反映されず後年度のKPIの
値に反映されるため、個別の対策箇所の事
業内容に応じて毎年度のKPIの値の増減幅
が変わる。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減取組事例
（栃木県日光市足尾地区）

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難
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施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

緊急輸送道路の法面・盛土対策 令和38年度 令和36年度 対策前の平均的な実績を基に算定

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により緊急輸送道路の法面・盛土対策を２年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
・昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施

可能となるよう、コスト縮減等の工夫を図る対応が必要

【５５２】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策【国土交通省】 （２／２）

国道122号において、法面対策として落石防護柵を設置
砂防事業における砂防堰堤工の整備と連携することで、対策範囲
を短縮（延長約200m、事業費約１億円を縮減）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

②効果事例の概要（個別地域の例）

R6年度末時点で、緊急輸送道路の法面・盛土における対策必要箇所（約33,000箇
所）の整備率は70%（5か年目標73%）
近年、短時間降雨の発生回数の増加や台風の大型化などが顕在化しており、今後、
さらに気候変動により水災害の頻発化・激甚化が予測
台風や線状降水帯等大雨が長時間継続することで、道路法面等の土砂災害が発
生し、集落が孤立
令和6年1月の能登半島地震でも、盛土・法面等の道路土工が被災。能越道（石川
県管理）において、水が集まりやすい沢埋め部の高盛土で大きな被害が生じたが、
車線数（盛土幅）が大きいほど交通機能の全損失には至りにくい傾向が判明

高度化された調査手法等により災害リスクを把握し、効率的・効果的に土砂災害防
止対策を推進する必要

平成２５年８月の豪雨では、国道４６号（岩手県雫石町）において７箇所で
被災し、約３日間の通行止めが発生（被災箇所は災害復旧で対策済）
被災後に新たに確認された崩壊の危険性がある箇所に対して、５か年加速化
対策として法面対策を実施

被害なし
（通行止めなし）

令和４年８月大雨
累加降水量：約４６７mm

策 法

＜被災事例＞ 平成２５年８月豪雨
累加降水量：約３９４mm

法面・盛土対策を実施した箇所（R2.3～）

北海道 約100箇所 近畿 約800箇所

＜全国の進捗＞
約23,000箇所/約33,000箇所

東北 約300箇所 中国 約1000箇所

関東 約700箇所 四国 約300箇所

北陸 約400箇所 九州 約1000箇所

中部 約400箇所 沖縄 約10箇所
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これまでの対策により、道路管理者が道路法第
46条に基づき実施した通行止めのうち、豪雨を
主たる原因とする通行止め件数が減少傾向
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【KPI】 緊急輸送道路の法面・盛土に
おける対策必要箇所（約33,000箇所）
の整備率

(約110,000km)の法面・
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＜KPI・指標の定義＞
①（緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を整備した箇所）/（緊急避難場
所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・地方公共団体との調整を踏まえ、高架区間や盛土区間に避難場所を整備する
とともに、高架区間や盛土区間にアクセスするスロープや階段を整備することに
より、KPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・ハザードマップの更新による浸水想定エリアの見直しや地元調整を踏まえ、地
方公共団体が周辺の他施設を指定避難場所として設定する場合や、近接する道
路施設を緊急避難場所として統合する場合にはKPIの分母に相当する数値が減
少する一方で、地方公共団体から新たな要望があった場合には、KPIの分母に
相当する数値が増加するなど、地方公共団体のニーズの変化によりKPIの分母
に相当する数値が変化

【【５３】道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

切迫している南海トラフ地震や激甚化する豪雨災害などに備え、津波や洪水からの緊急避難場
所を確保するため、地方公共団体のニーズを踏まえ、予測浸水深よりも高い位置に整備されて
いる直轄国道の高架区間等を緊急避難場所として活用するための避難施設の整備を推進する。

KPI

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

５か年

【国交】緊急避難場所
として直轄国道の高架
区間等を活用するニー
ズがある箇所（約800
箇所）の避難施設の整
備率（①）

KPI ％ 27（R1） 32 38 44
49

（※3）
-

100
（R7）

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※２ R7※２ 累計

インプット

予算額（国費） 2,400 2,400 2,500 2,130 1,800 11,230

執行済額（国費）※1 2,399 2,398 2,499 572 7,869

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所（約800
箇所）の整備率を指標として、5か年加速化対策期間で100%を目標としている

・ 令和６年度末の時点で、KPI等の見直しは未実施。一方で、周辺の他施設が地方
公共団体の指定避難場所として設定されたケースや、近接する道路施設を緊急避
難場所として統合したケースが存在することから、KPIの見直しが必要。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかな
どを総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 地方公共団体のニーズに基づき、地域における津波や洪水からの想定浸水域か
ら避難可能な箇所を選定の上整備

・ 津波・洪水の浸水想定エリアと重複する直轄国道の道路区間のうち、浸水想定よ
り道路の方が高い区間を抽出の上、地方公共団体との調整を踏まえ、予測浸水深
よりも高い位置に整備されている直轄国道の高架区間等を避難場所として活用

・ 東日本大震災時には緊急避難場所として道路の高盛土区間等が活用
・ 整備箇所において、地域の方々に利用方法について説明会を開催し、周知

＜地域条件等＞

1

800

※
※

※

89

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
ハザードマップの更新による浸水想定エ
リアの見直しや地元調整により地方公
共団体の意向でKPIの分母に相当する
数値が変化するが、地方公共団体との
調整を加速化し対応

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難
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施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

直轄国道の高架区間等におけ
る避難施設の整備

令和14年度 令和７年度

緊急避難場所として直轄国道の高架
区間等を活用するニーズがある箇所
（約800箇所）の整備完了

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により直轄国道の高架区間等における避難施設の整備を２年前倒し（対策必要箇所数を1
年間で対策する箇所数で割った年数が12年であるところ、5か年加速化対策で対策必要箇所を完了さ
せるため、7年の前倒しとしている）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト
縮減等の工夫を図る対応が必要
ハザードマップの更新による浸水想定エリアの見直しや地元調整を踏まえ、地方公共団体が周辺の
他施設を指定避難場所として設定する場合や、連接する道路施設を緊急避難場所として統合する場
合にはKPIの分母に相当する数値が減少する一方で、地方公共団体から新たな要望があった場合に
は、KPIの分母に相当する数値が増加するなど、地方公共団体の意向でKPIの分母に相当する数値が
変化

【５５３】道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策【国土交通省】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

高知県奈半利町では、南海トラフ巨大地震による津波被害が想定されており、津波からの
緊急避難場所の確保が必要
盛土区間にある国道55号に接続する避難通路（スロープ）を設置し、避難施設として整備し
たことで、津波や洪水発生時に住民が避難することが可能となり、人的被害を防止

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
想定浸水深より高い場所に避難できるよう盛土区間を新たに整備する場合には、高盛土とな
ることや、軟弱地盤の地盤改良が必要となることがあり、コスト面で課題が存在
本線施工時等において既に地盤改良が完了している箇所を活用し、コスト縮減を図る

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
①コスト縮減取組事例
（福岡県みやま市）

②効果事例の概要（個別地域の例）

とが可

〈

可能となりが可
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５か年加速化対策による避難通路
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R6年度末時点で、緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所
（約800箇所）の避難施設の整備率は49%（5か年目標100%）

気候変動や降雨量増大、近年の強雨傾向による全国的な冠水の発生等、災害の激甚化を踏
まえ、安全な避難を実現するため、引き続き、道路における洪水・浸水・津波対策を推進する
必要がある

避難に必要な人員を
確保するスペースを
盛土で造成しつつ、地
元自治体との協議や
想定浸水深の設定を
踏まえ、適切な位置に
避難施設を整備する
ことで、当初設計段階
からコストを縮減
（事業費：25百万円）

地方公共団体のニーズを踏まえ、予
測浸水深よりも高い位置に整備され
ている直轄国道の高架区間等を緊
急避難場所として全国的に整備

直轄国道における高架区間等を緊急避難場所として活用した箇所

北海道 41箇所 近畿 48箇所
＜全国の進捗＞

403箇所/約800箇所
※約800箇所のうち、既存
施設活用等により約360
箇所対策不要となった

東北 112箇所 中国 19箇所

関東 35箇所 四国 47箇所

北陸 20箇所 九州 37箇所

中部 39箇所 沖縄 5箇所

〈〈全景景〉
整備箇所において、地域の方々に利用方法について
説明会を開催し、周知
地域防災計画等地方公共団体の計画に位置付け、
洪水・浸水・津波対策を推進

▲▲ 利用方法の周知（群馬県渋川市）

100％

0
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I
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【KPI】 緊急避難場所として直轄国道
の高架区間等を活用するニーズがある
箇所（約800箇所）の避難施設の整備率
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千葉県館山市（県道：館山富浦線）

【５５４】市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年房総半島台風（台風15号）では、既往最大風速を更新する局地的な強風等により
約2,000本の電柱が倒壊し、道路閉塞に伴う通行止め等により復旧活動に支障が生じた。電
柱倒壊による道路閉塞のリスクがある市街地等の緊急輸送道路において、道路閉塞等の被
害を防止する無電柱化を実施する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞
①無電柱化着手率
（電柱倒壊のリスクがある市街地等の緊急輸送道路において無電柱化に着手した延長）／（電柱倒壊の

リスクがある市街地等の緊急輸送道路約20,000km）×100
②無電柱化整備完了率

（電柱倒壊のリスクがある市街地等の第１次緊急輸送道路において無電柱整備完了延長）
／（電柱倒壊のリスクがある市街地等の第１次緊急輸送道路約10,000km）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよ

う、コスト縮減などの対応が必要

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】電柱倒壊のリス
クがある市街地等の緊
急輸送道路（約20,000
㎞）における無電柱化
着手率（①）

補足
指標

％ 38（R1） 41 43 45 47
100

（R41）
52

（R7）

【国交・総務・経産】電
柱倒壊のリスクがある
市街地等の第１次緊
急輸送道路（約10,000
㎞）における無電柱化
整備完了率（②）

補足
指標

％ 54（R5） － － 54 55
100

(R61)
-

５か年

【国交】電柱倒壊のリス
クがある市街地等の緊
急輸送道路(約
20,000km)における無
電柱化着手率

KPI ％ 38（R1） 41 43 45 47 -
52

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※２ R7※２ 累計

インプット

予算額（国費） 19,400 30,400 34,100 14,300 12,357 110,557

執行済額（国費）※1 19,309 30,372 33,934 674 84,290

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 当該施策は、無電柱化推進計画の無電柱化着手目標約4,000㎞の内数として、
約2,400㎞の無電柱化に着手する目標を設定。

・ 無電柱化推進計画（R3～R7）と同様、事業を拡大していく観点から電柱倒壊による
道路閉塞リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化着手率を設定。

・ 令和6年度時点の無電柱化着手率は約47％。
・ 無電柱化推進計画では、電線管理者との協議・合意に約９割着手し、概ね工事着

手準備が整ってきたところである。
・一方、令和6年１月能登半島地震では、電柱倒壊により道路啓開に支障が各地で

生じたことから、電柱撤去をより加速化させるため、今後は管路整備を更に進める
必要があり、無電柱化整備完了率を補足指標とするための見直しが必要。

予算投入に
おける配慮
事項

・災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかなど
を総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 地域防災計画等に位置づけられる緊急輸送道路において、電柱倒壊による道路
閉塞のリスクがある市街地等を対象として無電柱化を実施。

＜地域条件等＞

石川県輪島市 石川県輪島市

【令和6年1月 能登半島地震】
傾斜・折損本数 約3,100本

【市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策のイメージ】

■近年の自然災害による電柱倒壊事例
【令和元年9月 台風15号】
傾斜・折損本数 約2,000本

域条件等＞

1

※
※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

■ 無電柱化推進計画では、「徹底したコスト縮減を推進する」、「事業の更なるスピードアップ
を図る」ことをポイントとしている。

■ コスト縮減は、令和７年度までに平均して約２割のコスト縮減に取り組む、スピードアップは、
無電柱化の完了まで７年要している現状に対し、発注の工夫など事業のスピードアップを
図り事業期間半減（平均４年）に取り組んでいる。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
■ 対策前の平均的な実績を基に算定。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

市街地等の緊急輸送道路にお
ける無電柱化

令和44年度 令和41年度
道路内に電柱が立地し、電柱倒壊リスクが
ある市街地等の緊急輸送道路における無
電柱化の完了する時期より算定。

＜加速化・深化の達成状況＞
■ 加速化対策により市街地等の緊急輸送道路における無電柱化を３年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、

コスト縮減等の工夫を図る対応が必要
■ ＫＰＩは着実に向上しているものの、電線管理者との協議等に時間を要していることが課題で

あるが、引き続き電線管理者との協議等を推進し、無電柱化着手率の向上に努める。

【５５４】市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策【国土交通省】 （２／２）

【コスト縮減】取組事例
（香川県高松市高松町地区）

従来の管路材に比べ、可撓性に優れ、
省力的（管台不要）な管路材（角型FEP
管）を採用することで、電線共同溝本体
に係る費用を縮減。
【整備延長２．４㎞に対して▲２０百万円】

低コスト管路材（角型FEP管）の活用

従来 見直し後

耐衝撃性硬質
塩化ビニル管
（CCVP管）

角型多条
電線管

（角型FEP管）

【工期短縮】取組事例
（広島県呉市呉広本町地区）

詳細設計と本体施工を包括的に発注する
ことで、設計作業の効率化や引込・連携設
備の同時施工等により、事業全体の工程
を短縮
【整備延長０．８㎞に対して１４カ月短縮】

包括発注方式の活用

1年 2年 3年 4年 5年

当初
工程

包括
発注

5年（60ヶ月）

3年10ヶ月（46ヶ月） 14ヶ月
短縮

【工程短縮内訳】
・設計工程＝6ヶ月短縮
・施工工程＝8ヶ月短縮

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

整備の一例

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

266 541 3,764 346 582 1,172 535 191 608 118

無電柱化の実施について、電線管理者との協議・合意が必要であるため、着手までに時間を
要する場合があるが、引き続き協議・合意を加速化するように努める。
【令和５年度時点 無電柱化事業中箇所】

R6年度末時点で、電柱倒壊のリスクがある市街地等の緊急輸送道路（約20,000km）における
無電柱化着手率は47%（5か年目標52%）
令和6年1月能登半島地震では、電柱の傾斜や折損が約3,100本発生したことにより道路閉塞
が生じ、応急復旧作業に支障が出た場面もあった。

道路管理者としては、緊急輸送道路や防災上重要性の高い区間（優先区間）において、無電
柱化の連続性を確保した上で、特に市街地（ＤＩＤ）区間から集中的な投資により整備促進し、
早期の電柱撤去を目指す。
また、災害時における電力、通信を始めとする生活インフラの速やかな緊急復旧に向けて被
災状況や道路啓開の優先区間を共有する連絡調整会議の体制を事前に構築する必要がある。
さらに、長期停電や通信障害等防止を目的とする区間は、電線管理者に対して無電柱化を
促し、道路管理者と役割分担をしながら無電柱化を進めていく。

2
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2
【KPI】電柱倒壊のリスクがある市街
地等の緊急輸送道路(約20,000km)に
おける無電柱化着手率
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【【５５】渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年東日本台風では、大雨の影響で広い範囲で河川の氾濫や浸水被害が発生し、河川
に隣接する道路が被災した。令和２年７月豪雨では、梅雨前線の停滞による記録的な大雨に
より、河川の氾濫および橋梁の流失、河川隣接区間の道路流失等が発生した。通行止めが
長期化する渡河部の橋梁流失や河川隣接区間の道路流失等の災害リスクに対し、橋梁・道
路の洗掘・流失対策や橋梁の架け替え等を推進する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

①② （緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失対策完了
箇所）／（緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失
の対策必要箇所）✕100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失対策を完了させることで、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

指標 R3 R4 R5 R6※2 R7※2 累計

インプット

予算額（国費） 26,500 14,400 36,400 39,100 144,340

執行済額（国費）※1 26,467 14,373 35,981 82,195

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 緊急輸送道路上の対策必要箇所のうち、水衝部や広域迂回が必要な箇所を絞り
込んだ約1,700箇所に対し、5年間で対策完了が見込まれる箇所を抽出しており、5
か年加速化対策期間で約28%、中長期の目標として100%を目標としている。

・ 令和6年度末の時点で、KPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しは未実施。近
年の大雨や台風の影響によって、追加的な整備が必要となる場合、KPI・目標の見
直しが必要。

・ 大雨や台風による被災事象は流失のみではないため、法面盛土対策、構造物の
老朽化対策、耐震補強等と連携したネットワークとしての強靱化を継続的に図る必
要がある。

・ あわせて、5か年加速化対策期間においても、全国で災害が発生し、橋梁や道路
の流失が発生しており、地方公共団体においても早期に応急対策が行えるような
手段の確保も並行して進める必要がある。

・河床の経年変化に伴い、対策箇所の増加が見込まれるため、防災点検において洗
掘のおそれがある箇所を確認していく。

予算投入に
おける配慮
事項

・災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかなど
を総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 地域によらず、箇所ごとの点検結果を踏まえ、実施環境が整った箇所について対
策を実施。

＜地域条件等＞

1

国道121号 （山形県米沢市）市道窪川原線（宮城県大崎市）

国道445号（熊本県山都町） 国道482号（鳥取県鳥取市）

・ 1時間降水量50mm以上の年間発生回数が増加傾向となり、災害リスクが高まっている。
・ 5か年加速化対策期間においても、全国で災害が発生し、橋梁や道路の流失が発生している。

〈令和4年度〉

〈令和5年度〉

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】緊急輸送道路
における渡河部の橋
梁や河川に隣接する
構造物の洗掘・流失の
対策必要箇所（約
1,700箇所）の整備率
（②）

補足
指標

％ 0（R1） 4 9 17 30
100

（R22）
28

（R7）

５か年

【国交】緊急輸送道路
における渡河部の橋
梁や河川に隣接する
構造物の洗掘・流失の
対策必要箇所（約
1,700箇所）の整備率
（①）

KPI ％ 0（R1） 4 9 17 30 -
28

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

――：近似直線
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③目標達成に向けた工夫

④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
河川区域内での施工や狭小な空間での施工が多いため、非出水期施工とせざるを得ず、
複数年に跨がる箇所が多く存在したところ、新技術の導入等により、工期短縮を実現。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・
流失対策の整備等については、複数年の工期を
経て完成する場合が多いことから、執行予算に
よるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映
されず後年度のKPIの値に反映されるため、個別
の対策箇所の事業内容に応じて毎年度のKPIの
値の増減幅が変わる。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

緊急輸送道路における渡河部
の橋梁や河川に隣接する構造
物の洗掘・流失対策

令和23年度 令和22年度 ・対策前の平均的な実績を基に算定

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・
流失対策を１年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となる
よう、コスト縮減等の工夫を図る対応が必要

【５５５】渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策【国土交通省】 （２／２）

４．整備効果事例 効果事例の概要（全国的な状況）

○R6年度末時点で、緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・
流失の対策必要箇所（約1,700箇所）の整備率は30%（5か年目標28%）

○強靱なネットワークを早期に発現させる観点から、法面盛土対策や構造物の老朽化対策等と
連携したネットワークとしての強靱化を継続的に図る必要がある。

○橋梁や道路の流失が発生した場合にも早期に応急対策が行えるよう、応急組立橋の確保及
び貸与等による地方公共団体への支援も併せて行う必要がある。

■ 国道210号において、道路流失対策として河川護岸基礎部の根固工を実施

■ 河川護岸の根固工にパネルキット式木工沈床を採用

■ 本工法の採用により従来工法と比較して作業日数を1/3（約60日→約20日）に短縮

〈〈施工後後〉〈〈施工状況況〉〈〈断面図図〉

大分県

日高町地区

令和和5和和和和和和和和和555555555555555年年年年年年年年年年年3年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年33333月対策完了

【対策内容】【連続雨量の比較】

至至

和
歌
山

至至

田
辺

洗掘防止対策

護床ブロック2t
鉄筋連結
かみ合わせ配列

○国道42号山田橋では、近年の豪雨により護床ブロックの散乱・流出や、橋脚基礎の洗堀が
見られたため、洗堀・流失対策を実施し、令和5年3月に工事が完了

○令和5年6月豪雨では、平成29年8月、平成30年9月の台風による豪雨を超える連続雨量
385mmを観測したが、河床洗堀による橋梁流失被害を未然に防止

○令和元年台風第19号による豪雨で、国道49号（福島県いわき市）において累加 降水量
388mm、時間最大降水量63mmを観測し、隣接する好間川が増水、道路の一部流出の被
災により、約3日間の通行止めが発生

○令和5年9月の台風13号により累加降水量240mm、時間最大降水量95mmを観測したが、
道路流出被害を未然に防止

【被災状況】

護床ブロック散乱・流出

橋脚基礎の洗堀

【被災状況】

道路流出

大型土のうによる仮復旧状況 令和和3和和和和和和和和和和和和和和和和和和和333333333333333333年年年年年年年年年年年3年年年年年年年年年年年年年年年年年年3333333月対策完了

【対策内容】

・複数箇所で道路流出等の被
災を受け、約3日間の通行止
めが発生

令和元年台風19号
累加降水量：約216mm

・被害なし（通行止めなし）

令和5年9月台風13号
累加降水量：約240mm
時間最大降水量：95mm

○5か年加速化対策により実施している
流失防止対策により、対策を実施した
箇所においての被災事例はなく、被災
地においては、通行止めの長期化や
孤立の長期化を未然に防止。

流失防止対策

＜橋梁洗掘・流失防止対策＞

＜道路流失防止対策＞

地域毎の流失防止対策箇所数（令和7年3月末時点）

北海道 48箇所 近畿 29箇所

＜全国の進捗＞
142箇所/約1,700箇所

東北 21箇所 中国 2箇所

関東 9箇所 四国 6箇所

北陸 2箇所 九州 13箇所

中部 12箇所 沖縄 対策箇所なし

100％

0

【KPI】 緊急輸送道路における渡河部の橋
梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失
の対策必要箇所（約1,700箇所）の整備率

5,374

27,940

※
※
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【【５６】信号機電源付加装置等の更新・整備に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時においても安全で円滑な交通を確保し、避難路や緊急交通路等を確保するため、
信号機電源付加装置等の更新・整備を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

５か年
【警察】信号機電源付
加装置の整備数（令和
３年度以降）

KPI 台 0（R3） 297 623 955 - -
2,000
（R7）

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 主要な交差点において停電時に信号機の滅灯を防止するため、全国の整備状
況から必要数を設定

・ 交通実態の変化や災害応急対策の拠点の見直し等により、整備対象の信号機
も変更となる場合がある。

予算投入
における配
慮事項

・ 補助金交付の判断に当たり、国土強靱化地域計画に基づく整備を重視

地域条件
等を踏まえ
た対応

・ 信号機電源付加装置は、主要幹線道路又は主要幹線道路と災害応急対策の
拠点とを連絡する道路に設置されている重要な信号機への整備を推進

1

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
本施策は、交通安全施設等整備事業の予算を活用して推進しているところ、令和３年度以降

の５年間で2,000台（１年当たり400台）の整備目標に対して、令和３年度：297台、令和４年度：326
台、令和５年度：332台（１年当たり約300台）で推移している。

事業単価が上昇している点等を踏まえると、５年間における整備数は約1,500台（指標の75%）
にとどまる見通しである。

目標達成は困難な情勢にあるものの、整備を着実に推進するとともに、可搬式発動発電機を
併用した信号機滅灯対策を継続し、災害等発生時における道路交通の安全と円滑の確保に努
める。

※本対策については、通常予算のみで実施している。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

信号機電源付加装置の整備 令和８年度 令和７年度
必要な整備数と毎年度の平均的な予算規
模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞
５か年加速化対策により重点的に整備を行うことで、完了時期が１年前倒しとなった。

②対策の優先度等の考え方、地域条件等
＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

物価高騰等の影響により事業単価が上昇したため事業数が低下したほか、令和４年９月、信
号機用電球の生産が令和９年度末で終了することが判明したため、信号灯器のLED化事業に
予算を重点的に配分し、信号灯器のLED化を早急に完了させる必要性が生じた。

＜KPI・指標の定義＞
信号機電源付加装置の整備数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
信号機電源付加装置の整備を推進することで増加

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

＜地域条件等＞
主要幹線道路又は主要幹線道路と災害応急対策の拠点とを連絡する道路

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
物価高騰等の影響により事業単価が上昇している状況の中でも、着実な整備を推進した。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
該当なし

※本対策については加速化・深化分の予算等を措置していない

【【５６】信号機電源付加装置等の更新・整備に関する対策【警察庁】 （２／２）
４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

2

自然災害が激甚化・頻発化する中で、災害等発生時における信

号機の滅灯による道路交通の混乱を防止し、住民の避難、救助部

隊の派遣、救援物資の輸送等を円滑に行うため、信号機電源付加

装置等の整備を推進している。

信号機電源付加装置等については、災害時に使用が予想される

全国の主要幹線道路や、災害応急拠点につながる道路上の信号

交差点への整備を推進し、災害時における安全かつ円滑な交通

ネットワークを確保している。

災害時に信号機電源付加装置等が機能することで、信号機の滅

灯が防止され、安全で円滑な交通が確保されるとともに、現場で交

通整理に従事する警察官が救助活動等に従事することができる。

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

社会資本整備重点計画及び国土強靱化基本計画を踏まえ、信号機電源付加装置等の整備を推進する。
信号機電源付加装置の計画的な更新を継続的に実施する。

②効果事例の概要（個別地域の例）

該当なし

信号機電源付加装置による信号機の点灯

災害発生時等における信号機の滅灯の影響

信号機の滅灯

・ 道路交通の混乱
・ 避難・救助活動等
への支障
・ 警察官対応の必要

対策

停電発生停電発生
電力供給ストップ

【自動起動式】

【リチウムイオン電池式】

信号制御機

電力供給

災害発生時等における交通の安全と円滑を確保
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【【５７】老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時においても安全で円滑な交通を確保し、避難路や緊急交通路等を確保するため、
老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新・整備を計画的に行う。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

５か年
【警察】老朽化した信
号制御機の整備数（令
和３年度以降）

KPI 基 0（R3） 6,621 13,391 20,058 - -
45,000
（R7）

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

1

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
本施策は、交通安全施設等整備事業の予算を活用して推進しているところ、令和３年度以降

の５年間で45,000基（１年当たり9,000基）の整備目標に対して、令和３年度は6,621基、令和４年
度は6,770基、令和５年度は6,667基（１年当たり約6,500基）で推移している。

事業単価が上昇していることから、５年間における整備数は約33,000基（指標の約73%）にとど
まる見通しとなっている。

目標達成は困難ではあるが、着実に整備を推進し、災害等発生時における道路交通の安全と
円滑の確保に努める。

※本対策については、通常予算のみで実施。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

老朽化した信号機の整備 令和８年度 令和７年度
必要な整備数と毎年度の平均的な予算規
模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞
５か年加速化対策により重点的に整備を行うことで、完了時期が１年前倒しとなった。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
物価高騰等の影響により事業単価が上昇したため事業数が低下したほか、令和４年９月、信

号機用電球の生産が令和９年度末で終了することが判明したため、信号灯器のLED化事業に
予算を重点的に配分し、信号灯器のLED化を早急に完了させる必要性が生じた。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 信号制御機が老朽化することによる信号機の誤作動（滅灯等）を防止するため、
全国の信号制御機約20万基について、計画的に更新整備（更新目安19年）する
ために必要な更新数

予算投入に
おける配慮
事項

・ 補助金交付の判断に当たり、国土強靱化地域計画に基づく整備を重視

地域条件
等を踏まえ
た対応

・ 交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、老朽施設の更新を計画的
に推進

＜KPI・指標の定義＞
老朽化した信号制御機の整備数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
老朽化した信号制御機の更新を推進することで増加

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜地域条件等＞
該当なし

③目標達成に向けた工夫

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
定期的な保守点検の結果や、信号柱の更新等と同時に施工するなどして、事業費の圧縮に努

めた。

※本対策については加速化・深化分の予算等を措置していない

＜直面した課題と対応状況＞
物価高騰等の影響により事業単価が上昇している状況の中でも、着実に整備を推進した。

【【５７】老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

自然災害が激甚化・頻発化する中で、災害等発生時における

信号機の機能停止や信号柱の倒壊等による道路交通の混乱を

防止し、住民の避難、救助部隊の派遣、救援物資の輸送等を円

滑に行うため、信号機等の交通安全施設等の計画的な更新を推

進している。

信号機等の交通安全施設等については、災害時に使用が予想

される全国の主要幹線道路や、災害応急拠点につながる道路等

を優先しながら、計画的かつ重点的に更新を推進し、災害時に

おける安全かつ円滑な交通ネットワークを確保している。

特に、信号機の運用に不可欠な信号制御機を計画的に更新

することにより、災害時においても信号機の機能維持が図られ、

避難路や緊急交通路等が確保できる。

2
５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

社会資本整備重点計画及び国土強靱化基本計画を踏まえ、老朽化した信号機や道路標識・道路標示等の交通安全施設等の更新を継続的に推進する。

②効果事例の概要（個別地域の例）

該当なし

信号機等の計画的な更新・整備事業の推進

対策

【信号柱の倒壊】

老朽化した信号機等に係る問題点

施設の老朽化による
倒壊や故障の発生

・ 道路交通の混乱
・ 避難・救助活動等へ
の支障
・ 警察官対応の必要

【信号制御機の故障】

災害発生時等における交通の安全と円滑を確保
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指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】既往最大規模
の降雨により流失・傾
斜の恐れがある鉄道
河川橋梁の流失・傾斜
対策の完了率（対象約
150橋梁）（①）

補足
指標

％ 33（R2） 43 75 83
100

（R14）
85

（R7）

中長期
（見直
し後）

【国交】既往最大規模
の降雨により流失・傾
斜のおそれがある鉄道
河川橋梁（約380橋梁）
の流失・傾斜対策の完
了率（②）

補足
指標

％ 35（R5）
100

（R16）
-

５か年

【国交】既往最大規模
の降雨により流失・傾
斜の恐れがある鉄道
河川橋梁の流失・傾斜
対策の完了率（対象約
150橋梁）（①）

KPI ％ 33（R2） 43 75 83 -
85

（R7）

アウト
カム

中長期

豪雨対策を実施した箇
所に起因する、鉄道施
設の豪雨被害件数
（③）

補足
指標

件 0(R2) 0 0 0 0 -

【【５８－１】豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

橋脚・橋台の基礎部分の補強、橋梁の架替えにより、豪雨による橋梁の流失・傾斜を防止す
る。異常検知システムの導入により、橋梁に傾斜等が発生した場合の列車の進入を防止する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※

＜KPI・指標の定義＞
①②（流失・傾斜対策を完了した橋梁数）／（既往最大規模の降雨により流失・傾斜の恐れがある
鉄道河川橋梁数）×100
③補助金の交付を受けて豪雨対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の豪雨被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

流失・傾斜の恐れのある鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策を実施し、完了させることで、着実にKPI
が進捗している。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・アウトカム指標については、対策の推進のほか、災害の発生状況、豪雨の頻度等により、指標
値が変化。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット
予算額（国費） 15 788 13 16 0 832

執行済額（国費） 12 622 12 0 646

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ ①については、既往最大規模の降雨により、流失・傾斜の恐れがある鉄道河川
橋梁（約150橋梁）の流失・傾斜対策の完了率として、５か年加速化対策期間で
約85%、中長期の目標値として、令和14年度までに100%を目標としている。

・ ②については、既往最大規模の降雨により、流失・傾斜の恐れがある鉄道河川
橋梁（約380橋梁）の流失・傾斜対策の完了率として、中長期の目標値として、
令和16年度までに100%を目標としている。

・ ③については、豪雨災害における河川にかかる鉄道橋梁の流失・傾斜被害に
ついて、０件を維持することを目標としている。

予算投入におけ
る配慮事項

・ 鉄道施設については、鉄軌道事業者において、「鉄道に関する技術上の基準を
定める省令」に基づいて２年に１度点検を行うよう、国から鉄軌道事業者に対し
て指導している。

・ また、対策の実施に当たっては、河川管理者等の関係者との協議等が必要に
なる場合もある。

・ したがって、各鉄道事業者において、施設点検による健全度判定結果、鉄道輸
送の長期運休等のリスクを踏まえ、実施環境が整った箇所から優先的に、流
失・傾斜対策を実施。

地域条件等を踏
まえた対応

・鉄道事業者の経営環境や線区状況等に加え、施設点検による健全度判定結果
を踏まえ、実施環境が整った箇所から優先的に、流失・傾斜対策を実施。

＜地域条件等＞

1

健全度 構造物の状態

Ａ
運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅かす、またはそ
のおそれのある変状等があるもの

ＡＡ
運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅かす変状があ
り、緊急に措置を必要とするもの

Ａ１
進行している変状等があり、構造物の性能が摘果しつつあるもの、または、大雨、出水、地
震等により、構造物の性能をうしなうおそれのあるもの

Ａ２ 変状等があり、将来それが構造物の性能を失うおそれのあるもの
Ｂ 将来、健全度Ａになるおそれのある変状等があるもの
Ｃ 軽微な変状等があるもの
Ｓ 健全なもの

【鉄道構造物の健全度判定に係る基準】

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を
踏まえ、コスト縮減の取組を実施。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
（アルピコ交通上高地線）

隣接する河川堤防復旧工事と仮設物
を共用することにより、仮設の設置に
かかる費用を縮減【▲１８百万円】

100

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

鉄道河川橋梁の流失・傾斜対
策

令和41年度 令和14年度

当初計画における完了時期は、既往最大
規模の降雨により流失・傾斜の恐れがある
鉄道河川橋梁数と毎年度の平均的な予算
規模から算定。

＜加速化・深化の達成状況＞

加速化対策により、鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策の完了時期を２７年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
豪雨の激甚化・頻発化により、５か年加速化対策で要対策箇所としてされた橋梁以外でも対
策が必要になっている。これを踏まえ、実施中期計画に向けた指標の見直しを行っており、
見直し後の目標の推進も必要。

【５５８－１】豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策【国土交通省】 （２／２）

コロナ禍による、鉄道事業者の経営環
境の悪化により、対策の進捗が低調で
あったものの、その後、新型コロナウイ
ルス感染症の５類移行等によって、経
営環境が改善傾向にあることから、対
策の進捗状況は回復傾向にある。
また、令和５年度末時点で進捗率が８
割以上と順調に進捗しており、目標は
達成の見込みである。

0

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

５か年加速化対策期間において、約125箇所で、下記対策を実施済（令和5年度末時点）。
【概要】

鉄道河川橋梁について、橋脚・橋台の基礎部分の補強、橋梁のかけ替えにより、豪雨による橋
梁の流失・傾斜を防止する。異常検知システムの導入により、橋梁に傾斜等が発生した場合の列
車の進入を防止する。
【実施内容】

橋脚の洗掘防止対策や、橋梁のかけ替え、異常検知システムの導入を実施。
【整備効果】

激甚化・頻発化する豪雨災害に対して、鉄道河川橋梁の流失等が防止され、鉄道利用者の安
全確保及び鉄道の安全・安定輸送の確保が図られる。

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

②効果事例の概要（個別地域の例）

近年の激甚化・頻発化している豪雨
災害の発生状況を踏まえ指標の
見直しも行っているところ、今後、策定
される予定の実施中期計画に基づき、
見直し後の目標達成に向け、引き続き、
着実に鉄道河川橋梁の流失・傾斜
対策を実施する必要がある。

橋脚

主桁 主桁

■ アイジーアールいわて銀河鉄道では、本対策において、橋脚周囲の河床に根固めブロック
工・根継工による橋梁の洗掘防止対策を実施。
■ 令和４年８月３日からの大雨により急激な水位の上昇を認めたが、被害なし。

＜取組状況＞

＜効果発現に関するデータ＞

対策前（令和２年５月） 対策後（令和４年２月）

川床へのブロック設置

■ 令和４年８月の豪雨により、河川の水位上昇（通常約
0.2ｍ程度のところ、最高で２ｍ以上と推定）を観測し
たが、当該橋梁の流失・傾斜等の変状はなく、被害が
生じなかった。

豪雨時（令和４年８月）

令和４年８月３日からの
大雨による被害

令和５年６月２９日から
の大雨による被害
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【【５８－２】豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊対策【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

法面防護工や落石防止工等を実施することで、豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊を防止する。

※

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】既往最大規模
の降雨により崩壊の恐
れがある鉄道隣接斜
面（約1,200箇所）の崩
壊防止対策の完了率
（①）

補足
指標

％ 16（R2） 35 51 55
100

（R14）
85

（R7）

中長期
（見直
し後）

【国交】既往最大規模
の降雨により崩壊のお
それがある鉄道隣接斜
面（約2,400か所）の崩
壊防止対策の完了率
（②）

補足
指標

％ 29（R5）
100

（R19）
-

５か年

【国交】既往最大規模
の降雨により崩壊の恐
れがある鉄道隣接斜
面（約1,200箇所）の崩
壊防止対策の完了率
（①）

KPI ％ 16（R2） 35 51 55 -
85

（R7）

アウト
カム

中長期

豪雨対策を実施した箇
所に起因する、鉄道施
設の豪雨被害件数
（③）

補足
指標

億円 0(R2) 0 0 １ 0 -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 583 432 370 768 661 2,814

執行済額（国費） 455 397 346 0 1,199

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ ①については、既往最大規模の降雨により、崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面（約
1,200箇所）の崩壊防止対策の完了率として、５か年加速化対策期間で約85%、中
長期の目標値として、令和14年度までに100%を目標としている。

・ ②については、既往最大規模の降雨により、崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面（約
2,400箇所）の崩壊防止対策の完了率として、中長期の目標値として、令和19年度
までに100%を目標としている。

・ ③については、豪雨災害における鉄道隣接斜面の崩壊について、０件を維持する
ことを目標としている。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 鉄道施設については、鉄軌道事業者において、「鉄道に関する技術上の基準を定
める省令」に基づいて２年に１度点検を行うよう、国から鉄軌道事業者に対して指
導している。

・ また、対策の実施に当たっては、鉄道用地外の所有者等の関係者との協議等が
必要になる場合もある。

・ したがって、各鉄道事業者において、施設点検による健全度判定結果及び斜面の
崩落した場合の復旧に要する期間などの鉄道輸送への影響等のリスクを踏まえ、
実施環境等が整った箇所から優先的に、崩壊防止対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・鉄道事業者の経営環境や線区状況等に加え、施設点検による健全度判定結果を
踏まえ、実施環境が整った個所から優先的に、斜面対策を実施。

＜地域条件等＞

1

KPI
＜KPI・指標の定義＞

①②（鉄道隣接斜面の崩壊防止対策を完了した数）／（既往最大規模の降雨により崩壊の恐
れがある鉄道隣接斜面）×100
③補助金の交付を受けて豪雨対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の豪雨被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・既往最大規模の降雨により崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面に対し、崩壊防止対策を実施す
ることにより、鉄道隣接斜面の崩壊防止対策の完了率が上昇し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・鉄道用地外からの土砂流入など、鉄道事業者以外の地権者との協議に時間を要する可能性。
・アウトカム指標については、対策の推進のほか、災害の発生状況、豪雨の頻度等により、指
標値が変化。

健全度 構造物の状態

Ａ
運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅
かす、またはそのおそれのある変状等があるもの

ＡＡ
運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅
かす変状があり、緊急に措置を必要とするもの

Ａ１
進行している変状等があり、構造物の性能が摘果しつつあるもの、または、大
雨、出水、地震等により、構造物の性能をうしなうおそれのあるもの

Ａ２ 変状等があり、将来それが構造物の性能を失うおそれのあるもの

Ｂ 将来、健全度Ａになるおそれのある変状等があるもの

Ｃ 軽微な変状等があるもの

Ｓ 健全なもの

【鉄道構造物の健全度判定に係る基準】

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組や工期短縮の取組を
実施。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
コロナ禍による、鉄道事業者の経営環境の悪化により、当初の対策の進捗が低
調であったものの、その後、新型コロナウイルス感染症の５類移行によって鉄道
利用者数は回復し、経営環境が改善傾向にあることから、対策の進捗がみられ、
令和４年度末時点のKPIは50%を超えており、進捗状況は回復傾向にある。
５か年加速化対策の策定後に生じた要対策箇所もあるところ、優先度の高い箇
所から対策を進めているため、進捗の減速傾向がみられる。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

鉄道隣接斜面の崩壊防止対策 令和41年度 令和14年度

当初計画における完了時期は、既往最大
規模の降雨により崩壊の恐れがある鉄道
隣接斜面の箇所数と毎年度の平均的な予
算規模から算定。

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、鉄道隣接斜面の崩壊防止対策の完了時期を２７年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
豪雨の激甚化・頻発化により、５か年加速化対策で要対策箇所とされた箇所以外
にも対策が必要になっている。これを踏まえ、実施中期計画に向けた指標の見直
しを行っており、見直し後の目標の推進も必要。

【５５８－２】豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊対策【国土交通省】 （２／４）

100

0①コスト縮減・工期短縮の取組事例
（神戸電鉄三田線）

②コスト縮減・工期短縮の取組事例
（能勢電鉄妙見線）

伐採樹木の搬出方法について軌陸車から
モーターカーに変更することで、搬出費用
および工期を短縮【▲６０万円、２日短縮】

築堤法面の法裾に設置するカゴマット内
の栗石運搬について、軌陸ダンプから
モーターカーのバラスト運搬用ダンプトロ
リーに変更することで、運搬費用および
工期を縮減【▲９百万円、約１か月短縮】

①コスト縮減・工期短縮取組事例
（神戸電鉄三田線）

②コスト縮減・工期短縮取組事例
（能勢電鉄妙見線）
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【５５９】地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

止水板、防水扉等の設置により、地下駅等出入口等の浸水被害を防止する。電気設備等の
移設や止水板、防水扉等の設置により、電気設備等の浸水被害を防止する。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞

①②（止水板、防水扉等の設置、電気設備等の移設や止水板、防水扉等の設置により浸水防
止対策を完了した数）／（既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある地下駅や電気設備
等）×100

③補助金の交付を受けて浸水対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の浸水被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある地下駅や電気設備等に対し、浸水防止対策を
実施することにより、浸水防止対策の完了率が上昇し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・鉄道事業者が管理する出入口に限らず、 地下駅に接続する施設の出入口等の対策が必要
であり、関係者との協議に時間を要する可能性。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】既往最大規模
の降雨により浸水の恐
れがある地下駅や電
気設備等（地下駅出入
口等：約510箇所、電
気設備等：約190箇所）
の浸水防止対策の完
了率（①）

補足
指標

％ 40（R2） 46 52 53
100

（R21）
70

（R7）

中長期
（見直
し後）

【国交】既往最大規模
の降雨により浸水のお
それがある地下駅や電
気設備等（約1,000か
所）の浸水防止対策の
完了率（②）

補足
指標

％ 38（R5)
100

（R24）
-

５か年

【国交】既往最大規模
の降雨により浸水の恐
れがある地下駅や電
気設備等（地下駅出入
口等：約510箇所、電
気設備等：約190箇所）
の浸水防止対策の完
了率（①）

KPI ％ 40（R2） 46 52 53 -
70

（R7）

アウト
カム

中長期

浸水対策を実施した箇
所に起因する、鉄道施
設の浸水被害件数
（③）

補足
指標

箇所 0(R2) 0 0 0 0 -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 97 165 61 190 114 627

執行済額（国費） 96 107 61 0 265

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ ①については、各鉄軌道事業者において確認した浸水対策の要対策箇所（具体的
には、各自治体等が定めるハザードマップにより、浸水被害が想定される地下駅
や電気設備等（地下駅出入口等：約510箇所、電気設備等：約190箇所））の浸水防
止対策の完了率として、５か年加速化対策期間で約70%、中長期の目標値として、
令和21年度までに100%を目標としている。

・ ②については、各鉄軌道事業者において確認した浸水対策の要対策箇所（具体的
には、各自治体等が定めるハザードマップにより、浸水被害が想定される地下駅
や電気設備等（地下駅出入口等：約1,000箇所）の浸水防止対策の完了率として、
中長期の目標値として、令和24年度までに100%を目標としている。

・ ③については、浸水対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の浸水被害件数に
ついて、０件を維持することを目標としている。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地方公共団体が定めるハザードマップ等を踏まえ、浸水被害が想定される地下駅
等において、実施環境が整った箇所から優先的に、浸水対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 浸水対策の効果を発揮させるためには、鉄道用地外の土地所有者の協力や地下
鉄に接続するビル所有者との連携が重要。

＜地域条件等＞

1

【浸水対策事業における関係者連携のイメージ】

鉄道事業者が管理する出入口に
限らず、 地下駅に接続する施設の

出入口等の対策が必要
止水板

止水板

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を実施。

＜コスト縮減の取組例＞（東京メトロ日比谷線）

防水ゲート作動時に支障する剛体架線の可動化工事期間において、地上部のカテナリ電車
線をトンネル内へ延伸し摺動させることで、施工上の支障範囲が最小限となり、剛体架線の
既設撤去及び新設に伴う費用を縮減【▲０．５億円】

100

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
コロナ禍による、鉄道事業者の経営環境
の悪化により、当初の対策の進捗が低調
であったものの、その後、新型コロナウイ
ルス感染症の５類移行によって鉄道利用
者数は回復し、経営環境が改善傾向に
あることから、対策の進捗がみられ、令和
5年度末時点のKPIは50%を超えており、
進捗状況は回復傾向にある。
５か年加速化対策の策定後に生じた要
対策箇所もあるところ、優先度の高い箇
所から対策を進めているため、進捗に若
干減速傾向がみられる。

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

浸水の恐れがある地下駅や電
気設備等の浸水防止対策

令和27年度 令和21年度

当初計画における完了時期は、既往最大
規模の降雨により浸水の恐れがある地下
駅や電気設備等の箇所数と、毎年度の平
均的な予算規模から算定

＜加速化・深化の達成状況＞

５か年加速化対策により、浸水防止対策の完了時期を6年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
豪雨の激甚化・頻発化により、浸水想定の見直しが生じている地域もある。要対策
箇所が増加していることから、実施中期計画に向けた指標の見直しを行ったため、
見直し後の目標の推進も必要。

【５５９】地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策【国土交通省】 （２／２）

0

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

５か年加速化対策期間において、約375箇所で、下記対策を実施済（令和5年度末時点）。
【概要】

既往最大規模の降雨により崩壊の恐れがある、鉄道に隣接する斜面の補強等の豪雨対策を実
施する。
【実施内容】

豪雨による斜面等の崩壊を防ぐため、法面防護工、落石防護工等により豪雨対策を実施。
【整備効果】

既往最大規模の降雨による鉄道施設への被害を防止し、列車運行への影響の低減、鉄道利用
者の安全確保及び鉄道の安全・安定輸送の確保が図られる。

トンネル坑口・トンネル内

防水扉（トンネル内）防水扉（坑口）

地下駅出入口

防水扉止水板

電気設備

電気設備の移設

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

近年の激甚化・頻発化している豪雨災害の発生状況も踏まえ指標の見直しを行って
いるところ、今後、策定される予定の実施中期計画に基づき、見直し後の目標達成に
向け、引き続き、着実に地下駅等の浸水対策を実施する必要がある。

②効果事例の概要（個別地域の例）

近畿日本鉄道名古屋線では、本対策において、電気設備の出入口への防水扉の設
置や、外壁への防水塗装により、浸水対策を実施。
豪雨により、当該電気設備の周囲が浸水被害を受けた場合においても、当該電気設
備への浸水被害が未然に防止されることが期待。
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【【６０】大規模地震による駅、高架橋等の倒壊、損傷対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

柱、基礎等の耐震補強を実施することで、大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷を防
止する。

KPI

※ 7

＜KPI・指標の定義＞

①耐震補強済駅・本の数/片道断面輸送量が１日１万人以上の路線における駅、高架橋等の耐震
対策が必要な柱等の数
②耐震補強済駅・本の数/片道断面輸送量が１日１万人以上（安全性対策）の路線における駅、高
架橋等、１日５万人以上（復旧性対策）の路線における高架橋の耐震対策が必要な柱等の数
③耐震補強済みの重い桁荷重を支えるラーメン橋台/新幹線全路線におけるラーメン橋台の耐震
対策が必要な柱等の数
④耐震補強済みの重い桁荷重を支えるラーメン橋台/片道断面輸送量が１日１万人以上の路線に
おけるラーメン橋台の耐震対策が必要な柱等の数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

耐震対策の実施により、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

首都直下地震、南海トラフ地震の発生想定に変更があった場合、指標の値が変化。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】首都直下地震又は
南海トラフ地震で震度６強以
上が想定される地域等に存
在する主要鉄道路線の耐震
化率（対象駅：約2,100駅、高
架橋柱等：約370,000本）
（①）

KPI ％ 97（R1） 98 99 99 -
100
（R4）

アウト
プット

中長期
（見直
し後）

【国交】首都直下地震又は
南海トラフ地震により震度６
強以上が想定される地域等
の主要鉄道路線等の駅、高
架橋等(約30,000か所)の耐
震化率（②）

補足
指標

％ 0（R6）
100

（R40）
-

アウト
プット

中長期

【国交】重い桁荷重を支える
ラーメン橋台（約1,100箇所）
の耐震化率（新幹線鉄道）
（③）

補足
指標

％ 0（R4度末） 37
100

（R7）
-

アウト
プット

中長期

【国交】重い桁荷重を支える
ラーメン橋台（約1,100か所）
の耐震化率（新幹線鉄道以
外）（④）

補足
指標

％ 0（R4度末) 26
100

（R9）
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 2,324 600 2,111 1,277 443 6,755

執行済額（国費） 1,470 459 2,001 0 3,931

２．予算の状況（加速化・深化分）
対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ ①については、首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地
域等に存在する主要鉄道路線（具体的には、片道断面輸送量１日１万人以上の路
線、１日利用者１万人以上の駅）の駅、高架橋の耐震化率について、令和４年度末
に100%とすることを目標としている。

・②については、首都直下地震又は南海トラフ地震により震度６強以上が想定される
地域の主要鉄道路線や、全国の緊急輸送道路と交差並走する線区における、安全
性や復旧性の観点から、令和６年度時点で補強が必要と判断された高架橋等の耐
震化率について、令和40年度末に100％とすることを目標としている。

・③については、 新幹線鉄道のプレストレストコンクリート桁を支えるラーメン橋台形
式の橋台の柱の耐震化率について、令和7年度末に100％とすることを目標として
いる。

・④については、新幹線鉄道以外（在来線）のプレストレストコンクリート桁を支える
ラーメン橋台形式の橋台の柱の耐震化率について、令和9年度末に100％とするこ
とを目標としている。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 設計、関係者との調整等、実施環境が整った箇所から優先的に予算を投入してい
る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 大規模地震により鉄道構造物が被災し、大量輸送機関である鉄道が運行不可に
陥った場合、国民生活に多大な影響を及ぼすこととなる。

・ 大規模地震の発生の切迫性や被災時の影響の大きさから、首都直下地震、南海ト
ラフ地震で震度６強以上が想定される地域等の耐震化を重点的に推進している。

＜地域条件等＞

1

大規模地震の発生の切迫性や、被災時の影響の
大きさから、首都直下地震、南海トラフ地震で震度
６強以上が想定される地域等の耐震化を重点的
に推進。

震度想定分布 （左：首都直下地震、右：南海トラフ地震）
出典：内閣府中央防災会議

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、
コスト縮減の取組や工期短縮の取組を実施。
KPIである首都直下地震又は南海トラフ地震
で震度６強以上が想定される地域等に存在
する主要鉄道路線の耐震化率は令和５年度
で99%であり、概ね目標値を達成。しかし、
高架下のテナントをはじめとする関係者との
調整等、実施環境が整わなかった箇所を
中心に、依然として耐震補強が完了して
いない高架橋等が数千箇所残っている状況。

①コスト縮減取組事例
（西日本鉄道天神大牟田線）

②工期短縮取組事例
（相模鉄道いずみ野線）

④④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
令和４年度末時点で約99%であり、
５か年のKPIは概ね達成。
しかしながら、高架下のテナントをはじめと
する関係者との調整等、実施環境が整わ
なかった箇所を中心に、依然として未補強
の高架橋柱が数千本残されており、引き続
き耐震補強を推進する必要がある。

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

首都直下地震又は南海トラフ地
震で震度６強以上が想定される
地域等に存在する主要鉄道路
線の耐震化

令和12年度 令和４年度

当初計画における完了時期は、首都直下
地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が
想定される地域等に存在する主要鉄道路
線の要対策箇所数と、毎年度の平均的な
予算規模等から算定。

＜加速化・深化の達成状況＞
首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等に存在する主要鉄道路線の耐震
化率について、令和４年度末までの目標としていた100%を概ね達成（令和５年度末の耐震化率：約99%）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
令和４年３月に発生した福島県沖を震源等を踏まえ、大規模地震に対する更なる安全性の向上に向けた
耐震対策の推進が必要。実施中期計画に向けた指標の見直しを行ったため、見直し後の目標の推進も
必要。

【６６０】大規模地震による駅、高架橋等の倒壊、損傷対策【国土交通省】 （２／２）

0

100

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

令和５年度時点で、８５事業者において、下記対策
を実施。
【概要】

首都直下地震・南海トラフ地震で震度６強以上が
想定される地域等において、利用者が多い線区等
を対象に、駅、高架橋等の耐震対策を実施する。
【実施内容】

高架橋柱については鋼板巻き、駅については鉄
骨ブレース等により、耐震補強を実施する。
【整備効果】

首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震
に備え、主要駅や高架橋等の耐震対策を実施する
ことで、鉄道利用者の安全確保等が図られる。

②効果事例の概要（個別地域の例）

京王電鉄相模原線では、本対策において、高架橋の柱への鋼板巻き立て、及び一面
せん断補強による高架橋の耐震補強を実施。
首都直下地震等の大規模地震の発生時においても、損傷レベルを最低限に食い止め、
鉄道機能の維持が期待される。

〇 当該橋梁が緊急輸送道路を跨いでおり、
大規模地震時に橋梁が大きく損傷すると、
道路機能へ影響を与えることが懸念。

〇 大規模地震による損傷レベルを最小限に
食い止め、鉄道としての機能を維持

〇 橋梁の損壊を抑えることで、緊急輸送道路
の機能確保に寄与

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

近年の災害の発生状況も踏まえ、指
標の見直しを行っているところ、今後、
策定される予定の実施中期計画に
基づき、見直し後の目標達成に向け、
引き続き、着実に駅、高架橋等の倒
壊、損傷対策を実施する必要がある。

橋台
■橋台の柱部分

軌道沈下

柱沈下
約40cm

大規模地震による高架橋の被災状況

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減の取組事例
（西日本鉄道天神大牟田線）

②工期短縮の取組事例
（相模鉄道いずみ野線）

トンネル内中柱の耐震補強において、リブ
バー施工の際、ローリング足場からを軌
陸車によるタワー台車に変更したことで、
当夜の足場組立・撤去を省略でき工程を
短縮。【０．５か月短縮】

工事資材や人件費の高騰により工事費
の増大が見込まれたため、一時的に撤
去した施設物や資材の仮置場を、社外施
設から社内管理地（空きテナント等）に変
更し、コスト縮減を図った【▲０．４億円】
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【【６１－１】港湾の耐災害性強化対策（地震対策）【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

３か年緊急対策や最新の地震被害想定等を踏まえ、港湾施設の耐震化等を行うことにより、
大規模地震発生時においても国民生活・経済活動を支える海上交通ネットワークの維持や緊
急物資輸送機能の確保を早期に実現する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞

・大規模地震時に確保すべき海上交通ネットワークのうち、発災時に使用可能なものの割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・地震により、重要な港湾施設が長期間にわたり供用できないことにより、支援物資
や地域の経済活動を担う物資輸送が滞ることを防止するために、港湾施設の耐震化
等を行うことにより、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・大規模な地震の発生により、整備中の耐震強化岸壁に被害が出た場合、目標値に
届かない事も考えられる。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7

目標値（年度）

うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】大規模地震時に
確保すべき海上交通ネッ
トワーク（約400ネット
ワーク）のうち、発災時に
使用可能なものの割合

KPI ％ 33（R2） 34 39 41 -
47

（R7）

中長期

【国交】全国の港湾（932
港）のうち、大規模地震
時に確保すべき港内の
海上交通ネットワーク（港
湾計画等に基づく耐震強
化岸壁に加え、前面の水
域施設、外郭施設、背後
の荷さばき地や臨港交
通施設等を含めた陸上
輸送から海上輸送を担う
一連の構成施設：464
ネットワーク）の整備完了
率

KPI ％ 35(R5) 35
100

(R33)

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 29,768 24,925 31,511 21,460 32,933 140,598

執行済額（国費） 29,740 24,918 31,022 2,957 88,639

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 骨太の方針2020 において、３か年緊急対策後については、中長期的視点に立って
具体的KPI（数値）目標を掲げ計画的に取り組むとされており、地震対策のKPIを設
定した。

・ 各地方整備局等や港湾管理者において、５か年加速化対策閣議決定当時の港湾
計画や継続中の事業から、今後対策が必要な港湾のうち、実施状況や工事の調
整状況を踏まえて、５年間で対策が完了すると見込まれた港湾を計上し、「R７dま
でに47%」と設定した。

・「第１次国土強靱化実施中期計画」の策定に際し、中長期の目標を再設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 社会資本整備重点計画等に定めた目標の確実な達成を図るため、各事業の必要
性・緊急性を総合的に勘案して予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 今後発生が予想される首都直下地震、南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震といった巨大地震で対策が必要とされる地域においても、港湾施設の
耐震化を推進。

・ リダンダンシー確保の観点から、日本海側についても港湾施設の耐震化を推進。

＜地域条件等＞

1南海トラフ地震想定震度分布
（気象庁HPより）

首都直下地震想定震度分布
（内閣府防災HPより）

・下図のような首都直下地震、南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生
が予想されており、想定される被災地域において港湾施設の耐震化を実施。

・一方で、上記の震災の際にリダンダンシー確保の観点から、日本海側等他地域についても
港湾施設の耐震化を実施。

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、以下のコスト縮減対策を実施。 ＜目標達成見通し判断の考え方＞

各個別の対策箇所の状況を踏まえると、５カ年加速化対策の策定後に生じた新
たな課題に対応することが可能となれば、目標達成は可能。

施設の耐震化については、複数年の工期を経て完成する場合が多いことから、
執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年度のKPI
の値に反映されるため。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減取組事例
（三重県四日市市四日市港）

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

大規模地震時に確保すべき海
上交通ネットワークにおける、
発災時に使用可能な環境整備

令和32年度 令和31年度 毎年度の平均的な予算規模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、大規模地震時に確保すべき海上交通ネットワークにおける、発災時に
使用可能な環境整備を1年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
大規模地震等の発生に伴う工事の大規模な手戻りや長雨に伴う必要工期の確保が困難
な状況になっており、更なる工期短縮への対応が必要
昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想定
との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、引き続きコスト縮減や工期短縮の工夫
の継続が必要

【６６１－１】港湾の耐災害性強化対策（地震対策）【国土交通省】 （２／４）

耐震強化岸壁が位置する地盤を改良する
際、近隣の三重河川国道事務所で実施し
ている河川掘削で発生した砂を有効活用す
ることで、砂の購入量の削減を図った。
（▲12億円）
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【【６１－１】港湾の耐災害性強化対策（地震対策）【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

【概要】
３か年緊急対策や最新の地震被害想定等を踏まえ、港湾施設の耐震化等を行うことにより、大規模地震発生時においても国民生活・経済活動を支える海上交

通ネットワークの維持や緊急物資輸送機能の確保を早期に実現する。

耐震強化岸壁

非耐震強化岸壁

【実施内容】
耐震強化岸壁の整備や港湾施設の耐震化等を実施。

東日本大震災で被災した仙台塩釜港の
一般岸壁と耐震強化岸壁

耐震強化岸壁

土圧の軽減

地盤改良

液状化対策

岸壁

ふ頭用地

防波堤

航路・泊地

橋梁の耐震化

臨港道路の液状化対策

静穏度・水深の確保

点検・照査

災害時の海上交通ネットワークイメージ

【整備効果】
大規模災害発生時においても、緊急物資・救援部隊等の

輸送やコンテナ等幹線物流のため、海上交通ネットワーク
の維持が可能となる。

・名古屋港
令和４年１０月に飛島ふ頭の耐震強化

岸壁（水深１５ｍ）が供用され、これによ
り地震後も大型コンテナ船の着岸し、経
済活動の維持に貢献することが可能と
なる。

・秋田港
耐震強化岸壁の前面に位置する防波

堤を整備中であり、これにより、地震後も
港内の静穏度が確保され、安全に緊急
物資を輸送することが可能となる。

・堺泉北港
橋梁の耐震化により、地震

後も耐震強化岸壁までの輸送
ルートを確保することができ、
緊急物資の輸送が可能となる。

・高松港
朝日地区では、船舶の大型化に対応するた

め、耐震強化岸壁の延伸等を実施中であり、こ
れにより、今後予想される南海トラフ地震時に
おいても、緊急物資を輸送することが可能とな
る。

【【６１－１】港湾の耐災害性強化対策（地震対策）【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

○昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条
件等の当初の想定との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、
引き続きコスト縮減や工期短縮の工夫を継続しつつ、海上輸送ネット
ワークの維持や緊急物資輸送の確保等を図るため、港湾施設の耐震化
等の推進するし、令和７年度の目標達成を目指す。

令和6年能登半島地震
（飯田港）

令和4年福島県沖地震
（相馬港）

東日本大震災（茨城港）

九州地方整備局の作業船「海翔丸」による
支援物資輸送の様子（1月5日）

○令和６年能登半島地震における耐震強化岸壁の利用状況
令和６年能登半島地震により、北陸地

方の29港のうち、22港の被災を確認した
が、石川県内全ての耐震強化岸壁（全２
箇所）が利用可能であった。
七尾港では最大震度６弱を記録したが、

矢田新 さん橋（ 耐震 強化岸壁 ：水深
7.5m）を起点として、九州地方整備局の
作業船「海翔丸」による支援物資輸送や
防衛省がＰＦＩ方式により契約している民
間船舶「ナッチャンWorld」が災害対策拠
点として活躍した。

災害対策拠点として、防衛省がＰＦＩ方式により契約してい
る民間船舶「ナッチャンWorld」が停泊（1月13日）

令和６年能登半島地震における各港の震度分布

平成23年3月 東日本大震災時
における被災状況（震度6弱）

令和3年2月 福島県沖地震時の状況（震度6強）

○相馬港の耐震強化岸壁効果発揮事例

平成23年3月の東日本大震災では、相馬港において岸壁が被災
し、海上物流機能の維持が困難な状況となった。平成26年3月に
耐震強化岸壁が供用した。令和3年2月に発生した福島県沖を震
源とする震度6強の地震では、耐震強化岸壁に大きな被災はなく、
地震後も滞りなく荷役作業が行われた。一方、耐震化されていな
い岸壁では段差等が発生し荷役作業ができなかった

181


	★バインダー1 - コピー (2) - コピー
	★バインダー1
	11_【資料11】国土強靱化年次計画2025（案）11
	11_【資料11】国土強靱化年次計画2025（案）12




